第１回大阪府地方独立行政法人評価委員会　産業技術部会　議事要旨
１　日時　　　　平成23年５月10日（火）　午後４時０0分～５時00分

２　場所　　　　大阪府立産業技術総合研究所　研修室（２）
３　出席委員　　槙野部会長、請川委員、川嵜委員、古村委員、舟木委員
４　議題

（１）大阪府立産業技術総合研究所の中期目標及び中期計画の素案について
　（２）その他
５　議事概要

Ⅰ　開会
○　開会に先立ち、部会長及び大阪府立産業技術総合研究所の産技研の所長より挨拶があった。
　Ⅱ　議事

（１）大阪府立産業技術総合研究所の中期目標及び中期計画について
○　部会長より、今年度の部会スケジュールについて確認。

· 部会長から、部会の議論のスタンスについて、次のとおり確認。
　　・　これまでの評価経験を踏まえ、また、府民目線で見て、わかりやすい内容になってい
　　　　るか、記載内容は十分か。

　　・　目標設定について、評価を行うにあたり、客観的に評価ができる目標が設定されてい
　　　　るか。つまり、定量性、客観性という視点が盛り込まれているか、また、設定された
目標の考え方が妥当か。
· 資料１「中期目標（素案）の概要」により、大阪府立産業技術総合研究所（以下、「産技研」という。）の中期目標の素案について商工振興室から、資料２「中期計画（素案）の概要」により、産技研の中期計画の素案について産技研から説明があった。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と商工振興室及び産技研から説明（⇒で表示）があった。
◆　具体性・定量性に欠けていること、中期目標において目標と手段が混在しており、主に手段が書かれている箇所があることから、分かりにくい。大阪府として４年後の中小企業の姿をどう変えたいのか、それに対して産技研に何をやらせたいのかが目標に書かれているべきではないかと思う。
例えば、資料１の第２に、業務の質、顧客サービスの質の向上を図ると書いてあるが、具体的には全て手段について書かれており、サービスの質をどのように向上させるのか、産技研に何をやらせるのかが見えてこない。そうすると、その後の中期計画も書きにくくなってしまう。
　　　　　具体的に言うと、資料１の第２の１に、「顧客サービス部門を新設するとともに…」とあるが、新設するかどうかは産技研に任せたらいいのではないか。中期目標には手段を書くのではなく、大阪府が何を産技研にやらせたいのかという目標を提示するものである。その目標を達成するために、産技研が「顧客サービス部門を設置し、こういうことをします」というように対応するものであり、目標と計画で同じことが書かれているのは奇異な感じがする。
⇒（商工振興室）　ご指摘いただいた点で、目標と計画が重複する箇所は整理させていただきたい。ただし、基本的なスタイルとして、これまでの府立大学、府立病院機構の中期目標と同様のスタイルであるという点はご理解いただきたい。

　◆　評価委員会がどこまで関与するのかもあるが、府の中期目標と独立行政法人の中期計画が非常に似通っており、中期目標が細かすぎるという感じがする。４年後なら4年後、単年度なら単年度で、産技研にここまで到達してほしいというひとつのあり姿を、府が産技研に投げかけたらいいのかなという感じがする。目標をわかりやすい形で工夫していただければと思う。
　　　評価委員会は、基本的に目標の中身についてまでは関与できるものではない。委員会は、産技研の中期目標を評価するのではなく、産技研の中期計画が計画どおりにいっているのかを評価するものなので、計画に評価要素をきちんと盛り込んでもらいたい。
　　　　また、冒頭、定量的、客観的に評価できる目標設定をお願いしたいと申し上げたが、現段階では、目標がストレッチ目標なのか、若干控えめな目標なのか、とてつもなく高い目標なのかが分からないので、過去５年間程度の数値を示していただき、それと目標とを比較できれば分かりやすい。
　◆　資料１の第３について、大阪府としては、人件費と維持管理運営費を運営費交付金として産技研に出し、あとは自分たちで稼ぎなさいという話だと理解したが、産技研の運営戦略はどのようになっているのか。府内の全ての中小企業の面倒を見るのは、財政面から大きな負担となる。簡単に言うと、３億８千万円の設備投資に対して、それ以上のもうけを出さなければならないとなると、稼働率を良くしなければならない。開放機器は５００程度あったと思うが、その稼働率を７割から８割にしようとすると、それだけのマンパワーが確保できているのか。もし確保できていないとすると、ある業界を切り捨て、支援業界に重点化していくということになるのか。産技研が財務運営と業界の支援戦略をどのように考えているのかが、資料から見えてこない。

　⇒（産技研）　基本的な考え方としては、産技研は公的機関であり、独立採算は不可能

であるという前提に立った組織である。大阪府としては、基本方針として、人件費や維
持管理運営費など（年間２０億円弱）、組織運営に必要な経費は措置する。
　　　　研究開発業務については、大阪府からの運営費交付金で行う。また、開放機器の中でも研究的要素の強い機器やそれに関する業務については運営費交付金で措置している。収益を生み、機器単位で費用負担も求め、減価償却費も回収できる機器については、その収益により購入していく。つまり、全部の機器が全て独立採算で回収できる構造にはなっていない。公的機関としての収益性を踏まえた運営費交付金とそれ以外という構造になっている。
◆　組織の人件費と事業費の84％を大阪府の一般財源で賄っているが、産技研が独立行政法人化した際に、そのウエイトを今後変えていくということはないか。大学や病院では、厳しい効率化が追求され、交付金のウエイトを最終的に半々にしなさいとか、55対45にしなさいといった大きな府の効率化目標があったが、産技研については、運営費交付金という府の一般財源について、ウエイトを極端に変えるということはないのか。
⇒（産技研）　ウエイトを大きく変えることはない。財源については充実する方向。

◆　ウエイトを大きく変えるとなると、目標なり計画なりを大きく変えていかないといけないが、従来と同様の府の予算があるという前提で考えていいのか。
⇒（産技研）　ご指摘のとおりである。我々の収入は、特定財源として、年による変動はあるが、３億５千万円前後の収入になる。これまでは、特定財源とはいいながら、いったん府の歳入となり、機器整備の財源がどの程度予算措置されるのかわからなかった。近々では、機器整備費に年間数千万円しか予算がついていない。独立行政法人化した場合、３億５千万円前後の収入については、産技研の特定財源としてきちんと確保でき、人件費と変動費を除いた部分については、機器整備に充てていくことが可能となり、安定した機器整備ができるようになる。それ以外の予算については、大阪府がきちんと運営費交付金で措置する。ご指摘のとおり、そのウエイトは変えずに、かつ、収入については産技研で独自で使えるようになる。
　◆　大阪府の事業所数は減っており、我々としても危機感を感じているが、そ

の減少をくい止め、増加に持っていく必要がある。産技研として相談業務を長年やって
いて感じるところをここに活かせないのか。
⇒（産技研）　平成８年に現所在地（和泉市）に移転後、依頼試験から設備開放に重点を切り替え、「開放」と「交流」をキーワードに進めてきたが、リピーター企業を増やしてきたのかなという反省をしている。

平成8年から平成16年、17年あたりまでは、当研究所を利用する企業がずっと増加してきたが、機器が古くなってきたのか、研究員が減ってきたからか、そのあたりをピークに利用企業数が減ってきている。そこで、府内の企業実態を解析したところ、予想以上に事業所数が減ってきているということが分かり、ここ数年はこのままだと利用企業数が減るということで、１社でも使ってくれる企業を増やしていく活動に重点を切り替えてきた。今回の中期計画においても積極的に企業に利用を提案していかないと、今までのように何もしなくても利用企業が増えるという状況にはないということで、我々の意識が変わってきている。
· 今まで待ちの営業で十分やってきたということだが、それが提案型営業になってくると、営業的センス、提案力を持った研究員が必要だが、その準備はこれまでにしているのか。

　⇒（産技研）　産技研だけで解決できる問題でもないと思う。統計的にみると、平成８年当時、府内事業所数は約３５，０００社あったが、毎年平均して４．５％減って、現状では２2，000社まで落ち込んでいる。年々事業所数が約５％ずつ減っていくということは、10年間で半分になるということになる。それに比べて、産技研の利用企業数はこれまでずっと増えてきており、最近は減ってきたが、その減り方は府内事業所数の減り方に比べたら緩やかである。それでも、我々は危機感をもって、新規の利用企業の開拓に取り組んでいきたいと考えている。ご指摘のような、企業に対する営業的センスのある提案までできるかどうかについては、我々独自で解決できる部分かもしれないが、職員全体がそういう意識になっているかというと言いがたい。
　　　　　独立行政法人化を契機に、職員の意識がそのような方向に変わっていくきっかけになればいいと思っている。
　　◆　日本のものづくりそのものが中国や東南アジアなどに移り、従来のものづくり、ものづくり支援だけでは傾向的に事業所が減っていく一方であると思う。研究開発の推進で産技研がどこまでできるのか。大学や大企業との共同研究などにどの程度取り組めるのか。
　⇒（産技研）産技研独自に努力できて、改善できる部分がどれほどあるのか、産業振興に対して我々がどこまで貢献できるのか、我々の持っているパワーを最大限発揮するためには何ができるか。産技研は、基本として中小企業の支援が目的であるが、今までと違ったことに対しても積極的に取り組みながら活性化していく方向を目指したい。
　　◆　４年間で一つでも二つでも成果がでればいいのかなと思う。
　　◆　産技研と大学とは違うと思うが、大学で「攻め」といわれると、ベンチャー企業を作る、ということになるかと思う。産技研は、現場に近いと思うが、どちらかというと「使ってください」というところで立ち止まっている。自ら開発した技術を外部に利用してもらうためには、最終的に自ら会社を起こし、ものづくりをしていくという姿勢まで踏み込んで初めて「攻め」になるのかなという感じを受けた。

また、中期目標は、ある終わった段階で自己評価、外部評価があるが、これでは、自己評価、外部評価がしにくい。目標を設定するにおいては、やはり自分で評価しやすいように目標を書かれたほうがいいと思う。
　　⇒（産技研）　設立の趣旨、公的施設としての産技研と大学とは、ミッション、役割に違いがある。ただ利用を待っているのではなく、利用企業の積極的開拓が産技研の戦略であり、独自に研究開発し、ベンチャー企業を起こすというのはミッションには入っていない。活性化という視点で計画を検討している。
　　◆　書いたものだけを見ると、なんとなく抽象的である。先ほど申し上げた対比の数値を示していただければ、客観的に評価できるようになると思う。我々外部の者からみて分かりやすいように検討いただきたい。
　⇒（産技研）　計画、数値目標は検討しているところ。直近４年間、これからの４年間について、数値でお示ししたい。
◆　「攻め」という点について、分かりやすさという点からいうと、15％の事業収入を20％、30％、40％に上げていきたいのだろう、と普通は考えるもので、産技研が「事業収入を増やして府からの自立を図る」こととは異なるスタンスであるならば、その点を具体的に示す必要があるのではないか。
もう１点。この中期計画で、PDCAサイクルが回っていくイメージが全くつかない。次
回具体的な数値が示されるかと思うが、例えば中期計画で「顧客サービスセンターを作る」という点だが、この状態だと、「顧客サービスセンターを作りました、今年はこんなことをしました、来期はこんなことがしたいです」で終わってしまう。これではPDCAサイクルが回っていない。サービスセンターを何故作ったのか、どういうことをしたいのか、Pをしっかり目標値として設定したうえで、今期やったことがどれくらい達成したのか、数値化できるとこは数値化しないと評価のしようがない。
　　PDCAサイクルは、組織で言うと「管理の組織」と「技術の組織」とで異なってくる。そのあたりを整理してもらって、どうやってPを作っていくのか次回にお示しいただきたい。
◆　言葉尻を捉えるようで申し訳ないが、中期目標の「住民に対して提供するサービス」の「住民」とは誰をイメージしているのか？
　　⇒（商工振興室）　法令の規定文言である。法律の規定をそのまま引っ張って柱立てしている。
◆　中期計画で、MOBIOはマッチング支援、技術支援は産技研が目指すところとあるが、その違いがよくわからない。

　　⇒（産技研）　MOBIOは、融資や経営相談など総合的な支援を行っており、マッチングというのは企業の販路開拓で、商工労働部がやっているBtoBセンターなどがある。それと我々がやっている技術支援とで連携していく。
· 業務がかぶることはないのか。

　　⇒（産技研）　ない。

　　◆　そろそろ時間がないので、資料をご覧いただき、今日出た意見以外でご意見があれば、２週間後の5月24日に事務局あてメールか書面で出してほしい。

（２）その他

　○　第２回産業技術部会について、６月７日火曜日午後３時よりエル・おおさかで開く旨、事務局より案内があった。

Ⅲ　閉会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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